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官公庁向け文書決裁業務支援システムの開発と運用評価

林 克 明† 上 田 芳 弘†

加 藤 直 孝† 木 村 春 彦††

本研究では，非定型・支援業務に分類されるワークフローシステムの構築とその評価を行った．特
に，官公庁における重要な意思決定業務の一種である文書決裁業務を対象とし，ワークフローシステ
ムの応用を提案した．本システムの特徴は，文書決裁業務を規定する法令に準拠するようにシステム
を構築したことと，この法令に規定されていないこれまでの柔軟な処理方法を明確化したうえで実装
したことである．本システムを実際業務に用いながら評価を行った結果，以下が得られた．(1)決裁
が得られるまでの承認速度が向上するとともに，情報の共有化に効果が認められた．(2)ユーザに対
するアンケート調査から，セキュリティがシステムの要件であることが分かり，その実現には暗号化
技術が有効であった．(3)アンケート調査の実施は，システムの改良に有効であり，運用ノウハウの
獲得に有益なことが分かった．

Development and Evaluation of
the Document Approval Support System for Public Office

Katsuaki Hayashi,† Yoshihiro Ueda,† Naotaka Kato†

and Haruhiko Kimura††

This paper presents a workflow system which treats atypical and ad-hoc task. The develop-
ment of this system especially aims at applying to the documents’ approval, which is one of
important decision making tasks at public offices. The system has the feature that the system
has been designed in conformity with the law to regulate the approval, and been implemented
functions matched against conventional and flexible operations which are not regulated in
the law. Evaluations of the system by practical uses show that (1) a process of approval has
speeded up and effectiveness of information-sharing has been confirmed, (2) from the result
of questionnaire to users, the system needs a security for which the encryption technology has
been effective, and (3) the questionnaire is effective in improving the system and is useful for
obtaining operation’s know-how of the system.

1. は じ め に

近年，多くの企業や組織において注目されているも

のとして，複数の担当者にまたがる業務プロセスの流

れを管理，自動化することを実現するためのワークフ

ローシステムがあげられる1),2)．

初期のワークフローシステムの実現には，電子メー

ル基盤を用いたもの3)や，電子メールとWebの技術を

融合したシステム4)が開発された．また，専用のクラ

イアントサーバタイプのワークフローシステムも開発

されているが，近年は，イントラネットを基盤技術と

したシステムが構築されている5)∼7)．イントラネット
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とは，インターネットで利用されている各種通信サー

ビスや通信ソフトを応用して構築された，企業内の情

報交換用LANとされている8)．その利点は，クライア

ントソフトとして汎用のWebブラウザが使用でき9)，

システム全体が安価に構築できることなどである．本

論文で構築したシステム10),11)もイントラネット技術

を採用した．

図 1 にワークフローシステムの 4分類と主な業務

を示す．ここで，定型とは，業務の手順があらかじめ

決まっていることであり，非定型とは，業務の手順を

そのつど業務ごとに決めることを指すものとされてい

る．また，基幹業務とは，企業活動に直結する主業務

であり，支援業務とは，それを支援する業務を指すも

のとされている9)．最近のワークフローシステムに関

する報告では，システムの構築だけでなく，運用，評

価に関するものが見られるようになった12)．運用評価
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図 1 ワークフローシステムの分類
Fig. 1 Classification of workflow system.

は，システム導入効果の指標として有益な情報を提供

する．文献 12)は，上記の 4分類のうち，定型・基幹

業務に関する経過日数（見積り書類の起草から発注ま

で）の変化を評価しているが，他の分類の評価につい

ては今後の課題としている．

本論文のシステムが支援する対象は，官公庁におけ

る公文書作成過程であり，重要な意思決定プロセスと

しての文書決裁業務とした．この業務は，図 1におい

て非定型・支援業務に分類されるが，ここに分類され

るワークフローシステムに関する評価報告は少ない．

さらに，官公庁，特に地方公共団体における行政にお

いては，電子政府の実現が課題とされており13)，業

務の電子化やワークフローの導入が求められる．さら

に，全都道府県に対する，文書決裁業務その他の電子

化に関する調査14)では，17都府県が文書決裁業務支

援システムの導入を積極的に検討している．本論文の

評価結果は，約 3,200の地方自治体のほか，稟議シス

テムを利用する企業などに有益な指標を与えるものと

考える．

本論文の目的は，後述する人間の柔軟な処理方法を

取り入れた非定型業務向けのワークフローシステムの

構築と運用評価を行うことである．評価結果から，業

務の電子化，および人間の柔軟な処理方法を取り入れ

たことの有効性を検証する．この評価は，業務の効率

化を指標とした定量的評価と，ユーザへのアンケート

調査を利用した定性的評価によって行った．

ここで，人間の柔軟な処理方法とは，業務を遂行す

るうえで，明文化されたルールなどによるのではなく，

組織内で自然発生的，経験的に確立されてきた暗黙の

ルールといえる方法により処理すること，とする．こ

のような処理方法がシステム構築に必要とされるこ

とは，文献 12)ほかの定型業務との相違点といえる．

非定型業務においては，定型業務のようにすべての業

務方法を明確化することは困難であり，非定型業務の

効率化を支援するためには，このような処理方法がシ

ステム導入後も活用できるとことが重要と考える．た

とえば 3.2節で述べる，承認者の設定を誤る，文書作

成者が異動した，などの場合が考えられる．そのよう

な場合に，業務を円滑に遂行するために，組織内では

様々な工夫がなされている．そこで，システム構築に

あたり，従来の業務における上記のような処理方法を

できる限り解析し，より良い機能として実現して，非

定型業務に対応可能なシステムとした．

以下，2章で文書決裁業務の概要と問題点を述べ，3

章では開発したシステムの構成と機能を説明し，4章

で定量的および定性的な評価を行った結果について述

べる．最後に，5章で本論文で得られた結果と今後の

課題について述べる．

2. 文書決裁業務とシステム化の問題点

本論文が扱うのは，文書決裁業務という稟議に似た

意思決定業務である．一般に，多くの組織において，

その組織長が意思決定を行う方法は規定されているこ

とが多い．官公庁における意思決定行為は，文書決裁

業務によって行われる．さらに，その業務の進め方は，

法令によって規定されているために，厳密になってい

る．また，意思決定を行った事項については，最終的

に公文書として最長 10年または一部重要なものは永

久に整理保存しなければならない．このように本論文

で対象とした，官公庁における文書決裁業務は，組織

における重要な意思決定プロセスの一例である．

文書決裁業務では，まず意思決定の基となる文書

（以下，起案文）を起案者が作成し，順次承認を受け

ていく．起案文の承認は，起案者の直属の上司から行

われ，最終的に組織長に至る承認ルート（最終決裁者

までの全承認者とその順序経路）を経て決裁を受ける

ことにより，組織の意思となる．この一連の過程を有

する処理業務を起案業務，または単に起案という．ま

た，起案文に対しては，組織長に達するまでに複数の

承認者による周到な検討が行われることにより，内容

の完成度が向上する．さらに，必要に応じて，起案者

へ差し戻されて根本からの変更を要求される場合もあ

るなど，フローの制御が必要となる．また，上述した

業務に，ワークフローシステムの適用を考えた場合に，

次の問題点が存在する．

官公庁における業務の方法は，法令により，厳格に

定められている．しかし，厳格に定められているのは，

人間が処理しやすいための大まかな流れである．その

ため，実際の処理には，組織が蓄積した暗黙のルール

によって，そのつど人間が法令の範囲内で柔軟に処理

している．つまり，作業手順の明確化があまりなされ
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ていなかった．そこで，システム構築にあたっては，暗

黙のルールと作業手順を明確化することが必要となっ

た．例としては，差し戻しを受けた後の再承認をどの

承認者から開始するか，人事異動にともなう文書処理

の引継ぎをどうするか，承認者が不在の場合にどう対

処するか，などがある．承認は，必要事項であるが，

法令に規定されていることは，下位の役職者から順に

上位の役職者へ，という流れだけであり，実際には，

出張や休暇で承認者が不在の場合には，柔軟に処理し

ていた．そこで，本論文では，独自開発したシステム

で，柔軟に処理していた作業方法をシステムに実現す

ることを試みた．

これは，本システムが含まれる非定型業務が，情報

を流すルートが固定的ではなく，業務ごとに決定され

るという特徴を有しているためである．そのような業

務を効率的に運用するために，人間が柔軟に処理する

作業手順というものが確立されていたと考えた．そこ

で，効率的なシステムを構築するためには，柔軟に処

理していた作業手順を見直すのではなく，それをシス

テム上で実現することが重要ではないかと考えた．こ

のような人間が行う柔軟な処理方法について着目され

た報告は少ないと考えられる．さらに，この業務に含

まれる決裁や稟議のシステムにワークフローシステム

を適用して運用評価されたものは少なく，本論文での

運用評価は意味があると考える．

以上，業務の大まかな流れが厳格に定められている

ため，これを遵守しながら，かつ人間が柔軟に対応し

てきた個々の処理を明確化して実装する必要がある．

この問題点の解決については，3章で述べる．

3. システムの構成と機能

3.1 システムの構成

本システムはイントラネットの技術を採用し，主に

データベースシステムと，クライアントのWebブラ

ウザにより構成されている．また，サーバとの通信に

は，SSL（Secure Sockets Layer）15)を用いて通信経

路上のセキュリティに配慮している16)．さらに，デー

タを暗号化することで安全性を高めると同時に，部署

ごとのアクセス管理に，暗号の共通鍵生成法で対応し

ている．ただし，SSLおよび暗号化の機能については，

4.2節で述べるアンケート調査の 1回目の評価結果を

受けて途中で追加した機能であり，システム構築当初

から存在した機能ではない．本システムが稼働してい

る LANは，スター型であり，中央の HUBから各階

の中心 HUBまでの基幹線は 100Mbpsであり，各階

の中心 HUBからは，10Mbpsの 10BASE-Tケーブ

表 1 サーバの仕様
Table 1 Specification of server.

OS Windows NT4.0

CPU PentiumPro 200 MHz

メモリ 256 MB

HDD 20GB

DBMS Microsoft社 　SQL Server6.0
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図 2 構築したシステムの概要
Fig. 2 Outline of the developed system.

ルを用いた．サーバの詳細については，表 1 に記し，

本システムの構成を図 2 に示す．

また，本システム構築上の特徴として，市販ワーク

フローシステム製品の導入ではなく，独自システムの

開発による構築を行ったことがあげられる．独自に開

発することは，市販品の導入に比して稼働開始までに

かかる時間では不利になるが，細かな動作や仕様を実

現しやすいことが利点である．また，2章で述べたよ

うに，人間が柔軟に行ってきた個々の処理を実装する

ことに有利だと考えた．

( 1 ) サーバの役割

(a)システムサーバには，データベース（以下，DB），

暗号処理部，Webサーバとしての機能，ユーザに提

供する各機能を実現したWebオブジェクトが存在す

る．Webオブジェクトとは，動的なWebページを作

成する手段の 1つであり，Webページなどのコンテ

ンツが HTMLや Javaなどの専用用語によって記述

される一連のプログラムのことである17)．

(b)ユーザ認証サーバは，各クライアントやシステム

サーバが属するグループのユーザアカウント情報を管

理する．クライアントは，起動時にこの認証サーバで

認証を受ける．

( 2 ) データベース

(a)人事情報DBには，各ユーザの氏名，職員コード，

異動年月日，役職，所属部署などの情報が格納されて

おり，文書作成時などで参照される．また，人事情報
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DBは，既存に利用できるものが存在しなかったため，

本システム専用に作成した．人事異動などによる，こ

の DBに関するデータ変更，新規入力は，システム管

理担当者がシステム管理ツールによって行う．

(b)文書情報DBには，起案の内容文および添付ファイ

ルが格納されている．ただし，内容文および添付ファ

イルに関しては，後述する暗号化処理されたうえで格

納されるので，不正侵入者はもちろん，システム管理

担当者であっても，サーバを直接操作してその内容を

知ることができないようになっている．

( 3 ) データと制御の流れ

図 2を用いて，図中の番号で説明する．a)は，ユー

ザ認証の通信である．認証を受けた後に，クライアン

トはシステムサーバと通信が可能になる．

b)は，クライアントとWebオブジェクトとのデー

タと制御の通信である．機能別の各Webオブジェク

トが DBへのアクセスなどを制御する．

c)は，承認ルート情報設定などにおける，人事情報

を得るデータの通信である．

d)は，文書を保存，参照する通信である．暗号処

理部は，文書を保存時に暗号化し，参照時には復号化

する．

e)は，クライアントパソコン内部での処理であり，

ソフトウェアコンポーネントは，画面表示や帳票の印

刷を行う．このソフトウェアコンポーネントは，初め

て印刷などを行うときに一度だけ，システムサーバか

らダウンロードされて自動的にインストールされる．

f)は，システム管理ツールがユーザ管理やデータの

メンテナンスを行うときのデータの通信である．この

システム管理用ツールは，システム管理担当者のパソ

コンにだけインストールされている．人事異動にとも

なうデータの更新や年度ごとの分類記号の更新，文書

番号一覧表の印刷などを行う．

( 4 ) ユーザの操作

(a)基本操作： ユーザへの機能提供は，Webブラウ

ザ上で行われる．ただし，起案文への添付ファイ

ル（ワードプロセッサや表計算ソフトで作成され

るファイル）の作成および閲覧には，外部アプリ

ケーションを使用する．図 3に文書決裁業務の各

段階における機能を示す．本システムは，文書決

裁を行うために必要な，作成，修正，承認・否認

（差し戻し），承認追跡などの機能を有する．

(b)起案の作成： 起案者が起案文を作成すると，Web

オブジェクトは，暗号処理部を通して，文書情報

DBに保管する．また，承認ルートの設定には，

人事情報DBを参照する．また，帳票承認方式と

　　　　

　

図 3 文書決裁業務の流れと機能
Fig. 3 Flow of document approval and function of

system.

して処理する場合には，文書内容やルート情報を

それぞれの DBから取り出して，ソフトウェアコ

ンポーネントにより紙に印字して行う．

(c)起案の承認： 承認者には，承認要求がWebオブ

ジェクトから通知される．承認者が該当起案文を

参照するために，Webオブジェクトは暗号処理部

を通して文書内容を承認者に提示する．承認ルー

トの変更時には，人事情報DBを参照する．承認

または修正をともなう承認を行うと，文書内容と

承認情報または修正履歴が，文書情報DBに保管

される．承認情報は文書情報DB中の起案文格納

レコード中の承認情報フィールドに格納される．

(d)差し戻し後の処理： 起案が差し戻されると，起

案者に差し戻し通知がWebオブジェクトから通

知される．修正後の起案文は，暗号処理部を通し

て文書情報 DB に保管される．また，人事情報

DBを参照して，承認者へ承認通知を送る．再承

認を開始するときには，最初の承認者，もしくは，

差し戻しを行った承認者のどちらか一方を選択で

きる．

(e)決裁完了後の処理： 決裁が完了すると，Webオ

ブジェクトは，決裁済通知を起案者に通知する．

起案者は，起案文の内容を遂行し，その後に完了

処理を行う．この処理を行った後は，文書内容を

参照できるが，修正することをWebオブジェク

トは受け付けない．

(f)文書の引継： 人事異動が発生すると，システム管

理者は人事情報DBの情報を変更する．このとき

に，決裁が完了していない起案については，引継

処理を行う．異動した職員の未処理起案を後任者

に引き継ぐことにより，業務を円滑に行う．文書

情報DBの異動職員の情報を後任者の情報に置換

する．後任者へは，Webオブジェクトが引継通知

を行う．

3.2 システムの機能

図 4 と図 5に本システムの画面例を示す．図 4は，
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図 4 システム初期画面
Fig. 4 Initial screen of the system.

図 5 承認の画面
Fig. 5 Screen of operation for approval.

クライアントソフトを起動したときに最初に表示され

る画面である．ここから，到着した各種文書を選択し

ての閲覧，承認または，作成などの機能を使用するこ

とができる．図 5は，実際の文書を承認するために閲

覧する画面である．承認のほか，修正や差し戻しなど

ができるようになっている．

( 1 ) 暗号化機能

暗号化機能は，1回目のアンケート結果を受けて追

加した機能である．暗号には，ICカードなどにも使

用されている FEAL 18),19)という共通鍵暗号方式を使

用し，鍵の生成には，文書のシステム番号，職員コー

ドなどを用いている．FEALの解読には，多大な時間

を要するため，実用上は問題がないとされている20)．

暗号化された内容を参照できるアクセスレベルには，

3段階の設定を可能としている．最も使用されている

のが，組織内職員であれば誰でも内容を参照できるレ

ベルである．中間レベルは，承認者および作成者が所

属している部署の職員だけが内容を参照でき，最もア

クセス制限が厳しいレベルは，文書の作成者と承認者

のみが内容を参照できる．これは，文献 16)のように

鍵をグループ共通鍵として使用し，実現している．レ

ベルの設定は，起案作成時に指定するが，そのときの

操作では，ユーザは暗号化という処理を意識せず，参

照許可範囲を 3段階から選択しているだけである．暗

号化は，システムの内部での処理であり，ユーザには

意識させずに，セキュリティの向上を図ることができ

た．また，セキュリティは後述の評価においてもシス

テムの要件であることが示された．

( 2 ) 進捗方法を実現するための主な機能

作業手順が法令で定められている機能については，

法令の定める進捗方法に適合するように本システムを

構築した．これは，法令に適合するようにシステムを

構築すれば，ユーザが使用する場合に受け入れやすい

と考えられるほか，実業務の一環としての運用に有利

と考えた．法令に準拠するための機能としては，保存

文書の検索用分類に用いる記号（分類記号）の一覧・

取得機能や文書に一意に付与されるシリアルな識別番

号（文書番号）の取得機能などである．分類記号や文

書番号は，番号順に並べて帳票として保管しなければ

ならないため，そのための印刷機能も実現している．

2章で問題点として，個々の処理を人間が柔軟に処

理していることをあげた．規定された以外の個々の処

理を行う暗黙のルールは，業務の処理を円滑に進める

ために，組織内で経験的に生じてきたものである．ま

た，他の多くの組織においても同様の処理方法を行っ

ていると推察される．柔軟な処理の例として，

1)承認ルート設定機能の一部

2)起案が差し戻された場合の再承認開始方法

3)人事異動などによる引継方法

などを取り上げた．

1)たとえば，承認ルート設定機能に関しては，次の

ようなものがある．1-1)代理承認ができること，1-2)

承認者が，それ以降の承認者の追加，削除ができるこ

と．1-3)承認や，差し戻しのどちらもせずに，次の承

認者へ送ること．ここで，承認ルートを途中で変更し

ても，新しい承認順序については，システムが割り当

てるので，ユーザは順序を考慮する必要はない．

これらの機能を柔軟な処理の例としてあげたのは，

a)出張などで承認が滞る場合や，b)起案者が設定し

た承認ルートの情報が不適当なため，誤った承認者に

到着した場合，などに同じ部署の承認者らが円滑にな

るよう運用していたからである．ここで，従来の帳票

の場合に出張者の起案の承認順を変更するには，誰の

机上に起案があるかが容易に目視できるため，必要に

応じて容易に変更できる．また，適切な承認者へ起案

を渡すには，その職員の机上に置けばよい．しかし，
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コンピュータ上での処理では，不在者の存在は分かっ

ても，起案が滞っているかどうかは分かりにくい．そ

こで，他の職員への到着起案を確認できる機能を用意

したので，起案の滞りが確認できる．次に，不在者と

同じ部署の人間については，承認ルートを変更するこ

とを可能としているので，不在者と同等権限を有する

承認者へ起案を送ることで対応できる．さらに，後閲

機能を設けて，長期不在などに対応している．後閲機

能では，不在者を承認ルートから外してしまうが，後

日に内容を閲覧することを可能にしている．しかし，

承認機能は働かず，否決や内容修正なども行うことは

できないが，内容の確認を行うことができるので情報

を受け取ることができる．

また，不適当な承認者を適切な承認者へ変更するに

は，その承認者の前に承認する者が，適切な承認ルー

トに変更する．このとき，未承認者を削除したり，ルー

ト情報を修正した承認者より高位役職の者を追加した

りする場合は，そのとおりに機能する．しかし，すで

に承認を終えた者を承認ルートから削除することはで

きない．また，ルート情報を修正した承認者より低位

役職の者を追加した場合は，追認の意味での承認は可

能であるが，否決などはできない．これは，より高位

役職者が承認していることを，それより低位の役職者

が否定することは矛盾するためである．さらに，代理

承認として，機関長が長期不在の場合でも，機関長に

準ずる役職者が権限の委譲を受けた場合に，代わりに

決裁を行う機能がある．すなわち，機関長に準ずる役

職者は，自身の役職としての承認と機関長としての承

認の双方を行うことができる．このようにして，柔軟

に処理していた機能をシステムに取り入れ効率的に運

用できるようにした．

2)起案が差し戻しになった場合は，起案者が修正を

行った後，再度承認ルートに戻すことも柔軟な処理の

例である．承認再開時に，変更内容の度合いによって

承認ルートの最初の承認者から開始するか，または，

差し戻し処理を行った職員から開始するかを起案者が

選択できる．後者を選択した場合でも，差し戻し以前

に承認した職員へのコメント伝送機能を用意した．こ

れは，内容の修正が軽微であっても，最初の承認者か

らと既定されていたのでは，時間の無駄が生じる．ま

た，大きな修正であっても，差し戻しをした承認者か

ら再承認と既定されていると，修正事項が差し戻し以

前に承認した職員に十分に伝達されない恐れがある．

そのため，承認再開時に起案者の判断によって再開す

る承認者を決定できることは，効率的であると考えら

れる．実際のシステムでは，承認再開を行うボタンを

クリックしたときに，どちらの方法を選ぶかを選択で

きるようになっている．

3) さらに，人事異動が生じても業務の流れを円滑

に行うための機能も用意した．人事異動により，承認

ルート上の承認者，または起案者そのものが異動する

可能性もある．本システムは，人事異動が生じても速

やかな対応が可能となるように，人事情報 DBを利

用し，前任者から後任者への容易な文書引継機能を有

している．たとえば，起案作成者が決裁完了前に異動

してしまった場合，作成された起案は，その後任者が

作成者としての権限を委譲され決裁後の処理が可能に

なっている．また，承認予定者が異動した場合，その

後任者に承認者としての権限が委譲され，承認できる

ようになっており，円滑に処理がなされる．これらの

権限委譲は，前任者などの判断を受けて，システム管

理者が行うようになっている．また，前任者が異動前

の権限で承認することが適正と判断された場合は，異

動後であっても異動前の権限で処理することが可能と

なっている．

上記 1)～3)のような機能を実装したことにより，人

間が柔軟に対応していた処理について，従来の帳票で

処理していたときと同様の業務手順をシステム上に実

現することができた．これにより，非定型業務におい

て効率的な運用を行うためのシステムが構築できたと

考えている．

( 3 ) 業務を効率化するための主な機能

( 2 )では，従来の業務方法をシステムに取り入れた

ことについて述べた．しかし，本システム構築にあたっ

ては，従来の業務方法にない機能も実現した．これは，

システム利用による業務のさらなる効率化を図ったか

らである．本研究における業務の効率化とは，決裁時

間の短縮と情報のより広範な周知とした．この業務の

効率化を測定し，システム適用の有効性を検証する．

従来にない機能として，承認方式の 1つに，一斉方

式を取り入れた．一斉方式とは，一般のワークフロー

システムに採用されている複数の承認者へ起案文を同

時に配布し，承認を得る方式である．この方式は，起

案文の内容の可否判断を行わず，起案文から業務に関

する情報を得るだけの比較的役職権限の低い承認者

や，他部署への情報伝達と周知を目的とする．従来の

1人ずつ承認を受ける逐次方式では，全職員が逐次に

閲覧するために，決裁までの時間を短縮するため，こ

のような承認者は省かれる傾向があった．しかし，決

裁までの早さを優先すれば，情報周知を十分に行うこ

とができず，部署や担当間の連携に問題が生じる場合

もあった．そのため，決裁までの時間と情報周知とは，
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トレードオフ問題になっており，どちらかを重視しな

ければならなかった．

また，過去の決裁された文書を解析した結果，類似

性のある業務や契約の更改などのように，同じような

処理を必要とする業務が存在した．その場合には過去

の文書の参照とコピー機能により，作業効率を向上さ

せることができる．そこで，本システムでは，起案者，

件名，または，分類記号をキーワードとして，過去の

文書を検索する機能を付加した．この検索機能により，

文書量を意識せず，さらに，組織全体で文書を共有化

できるので，過去の文書を資産として活用でき，効率

的な起案業務の支援が可能となった．

以上のように，本システムは文書決裁業務に必要な

機能のうち，承認者への口頭説明など現状において

システム化できない機能を除く，システム化可能な機

能のほとんどを行うことができる．しかし，多量の紙

の資料を扱う場合には，従来からの帳票利用処理方式

で処理した方が利便性が高いと考えられる場合があ

る．従来からの帳票利用処理方式とは，起案文や承認

ルートをワードプロセッサなどで作成，印字した帳票

に資料などを添付して，帳票上への押印により承認を

受ける方式である．このような処理の方が利便性が高

い場合，ユーザは本システムを利用しても，従来の方

式とほぼ同様の処理を行う機能を有している．この方

式を帳票承認方式と呼ぶ．帳票承認方式で起案文を作

成するまでは電子決裁の場合と同様である．異なるの

は，最初の承認者へ送付するための画面上のボタンを

クリックする代わりに，印刷をするボタンをクリック

することにより，起案文や承認ルートが帳票として印

刷されることである．この帳票に押印を受けて，順次

承認を得る．帳票承認方式は従来の帳票利用処理方式

とほぼ同じであるが，以下の点が異なる．1）作成に

ワードプロセッサや専用の帳票を用いずに，電子決裁

システム上で作成する．2）承認の進捗管理はできな

いが，内容文などの情報がシステムに蓄積できる．す

なわち，本システムでは，業務の内容や性格によって，

コンピュータ上で電子的に承認を受けるか，帳票によ

り承認を受けるという 2方法から，より利便性の高い

方法での処理をユーザが判断して利用できる．

4. 運用と評価

本システムの運用，評価の対象は，筆者の属する組

織内の全部署の全職員である．当組織は，全 6部署か

らなり，職員数は 84名である（うち，事務系職員 8

名，技術系職員 76名）．なお，2回目のアンケート実

施時の職員数は 83名（うち，事務系職員 8名，技術

系職員 75名）であった．6部署のうち，1部署は庶務

など事務処理を専門とする．他の 5部署は技術系職員

の所属する部署であり，そのうちの 1部署は組織をま

とめる企画立案と調整業務を行い，残りの 4部署は研

究と企業指導業務を中心とする．

定量的評価として，システム導入による業務の効率

化について検証した．評価対象は，1) 決裁が完了す

るまでの時間の早さ，および，2) 情報のより広範な

周知，についてである．決裁の早さについての指標に

は，1件の起案を決裁が完了するまでに，1日に何人

が承認したかという，1日あたりの平均承認者数を用

いた．情報の周知については，1つの案件を何人が承

認したか，という全承認者数を用いた．

次に，定性的評価として，運用開始から 3週間経過

後に，全ユーザに対してアンケート調査を実施した．

これは，本システムがどの程度ユーザに受け入れられ

ているかを調べ，ユーザが不満に思う機能を改良する

ためである．さらに，ユーザへの浸透度やシステムの

改善効果を計るため，15カ月経過後に 2回目のアン

ケート調査を実施した．

4.1 定量的評価

4.1.1 決裁時間の短縮効果

本システム導入による業務の効率化は，まず決裁ま

での早さについて，1日あたりの平均承認者数で評価

した．これは，1案件について，最終決裁者を含む，す

べての承認を行った職員（以下，全承認者）数を，決

裁までに要した日数で除した指数である．ただし，休

日などの勤務を要しない日は除いた．この指標を用い

たのは，業務ごとに，承認する職員数が異なるため，

単純に決裁までに要した日数を用いての比較では意味

をなさないと考えたからである．なお，この 1日あた

りの平均承認者数の算出方法は，従来の帳票利用処理

方式の場合とコンピュータ上で承認を受ける方式（以

下，電子決裁という）の場合とで同じである．また，

帳票利用処理および電子決裁処理されたそれぞれの全

起案件数は，300件と 264件であり，これらすべてを

評価対象とした．全件数の承認者数の累計は，4,621

人（電子決裁処理）と 4,288人（帳票利用処理）であ

り，承認に要した日数の累計は，1,388日（電子決裁

処理）と 1,421日（帳票利用処理）であった．電子決

裁の導入による 1日あたりの平均承認者数は，4,621

人/1,388日=3.33人/日となり，また，帳票を用いて

処理していた場合は，4,288人/1,421日=3.02人/日

と求められた．この比較により，1日あたりの平均承

認者数は 10.3%増加し，効率的になったという結果が

得られた．
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表 2 1文書あたりの平均承認者数
Table 2 Average approval number per document.

　　　平均承認者数 最大承認者数
電子決裁 　17.5人 　(4,621人/264件) 　84人
帳票利用 　14.3人 　(4,288人/300件) 　23人

4.1.2 情報の周知に関する効果

次に，電子決裁を用いた場合の情報の周知効果に関

して，1件あたりの平均全承認者数と最大承認者数で

評価したところ，十分効果があったと考えられる．こ

こで，1件あたりの承認者数が多いほど，情報の周知

効果が高いと考えた．つまり，起案者にとっては，起

案文の作成と承認により，情報を周知させることが可

能となり，情報を周知，伝達するための時間が節約で

きると考えたからである．しかし，この時間短縮効果

を直接に評価することは困難であり，よって承認者数

を用いて評価した．文書決裁業務は，本来意思決定を

行うものであるが，同時に情報を伝達する機能を包含

しているものと考える．承認者は複数存在するが，全

承認者が文書内容の可否判断を行うのではなく，一部

の承認者は，承認という行為から情報を得ているだけ

であると考えられる．ただし，可否判断の承認者数と

情報周知対象の承認者数の比率は，文書内容などに依

存し，個々の起案ごとに求めることは困難である．た

だ，全承認者数が多いものは，情報を得るだけの承認

者が多いと推察される．

表 2 のように，電子決裁を用いた場合，1案件あた

りの平均した全承認者数は，帳票を用いて処理した場

合に比較して，3.2 人（22.4%）増加し，最大承認者

数に関しても，23人から 84人へと 3.7倍増となった．

さらに，電子決裁では，帳票を用いて処理していたと

きの最大値を超える，24人以上が承認した件数が 44

件あり，全体の 17%を占めた．このことからも，電子

決裁の情報周知の効果は高いと考えられる．電子決裁

で全承認者数が多くなる理由としては，前述のように，

帳票の場合，承認者へ順次回して押印を受けなければ

ならず，より多くの承認を得ようとした場合，より多

くの時間がかかることが予想されるために，承認者数

を厳選するものと思われる．しかし，電子決裁では，

一斉方式を利用することが可能なため，承認者数と時

間との間の相関が低くなり，ユーザはより多くの承認

者を指定するのではないかと考えられる．従来の帳票

を用いて処理していた場合にも，起案は情報周知の機

能を有していたが，電子決裁では，情報周知機能がよ

り強化されていると考えることができる．

4.1.3 ペーパーレス効果の評価

本システムの利用によって，どの程度のペーパーレ

図 6 システムにより処理された件数と比率
Fig. 6 Number and ratio of documents processed by the

system.

ス化が図られたかを評価するため，全処理件数のうち，

どの程度が電子決裁で処理され，どの程度が前述した

帳票を用いる帳票承認方式で処理されたかで評価を試

みた．運用開始からの電子決裁と帳票承認の件数およ

び電子決裁の比率を図 6 に示す．本論文が扱った電

子決裁システム利用開始後の業務の全件数は 538 件

であった．このうち，電子決裁処理された件数は 264

件であり，残りの 274件が，帳票承認方式という従来

と同様の方式で処理された．後者の 274件は，電子的

に処理されなかったため，システム評価の対象ではな

いが，ペーパーレスの効果という観点から評価を試み

た．この 274件の起案は，電子化して処理することが

困難な案件である．しかし，電子化可能な案件につい

ては，極力電子決裁が利用されてきた．そこで，件数

比としてのペーパーレス効果を検証した．

その結果図 6から，運用開始当初 3ないし 4カ月間

は，電子決裁の比率が高いことが分かった．これは，

ユーザが積極的に電子決裁を行おうとしていたためと

考えられる．たとえば，当初は外部から送られてきた

紙の資料などの文書を，職員がスキャナで読み込んで

電子的に添付し，電子決裁を行っていた．しかし，こ

のような起案は，次第に減少した．これはユーザが，

紙の資料をスキャナで読み取り，電子的に添付する負

担よりも，帳票承認方式を利用した負担の方が軽いと

判断した結果と考えられる．

図 6から，件数で 49.1%の案件が電子決裁処理され

ており，その処理された分は従来の帳票処理の場合と

比較して，ペーパーレスおよび文書の保存スペース削

減に効果があったといえる．ちなみに，過渡期と考え

られる当初 4カ月間を除いた場合の電子決裁処理の比

率は，43.7%となった．基本的に紙での処理が必要な

場合は，帳票処理方式を用いて承認を受けるが，電子

決裁を用いた場合は，承認などで処理に紙を使用する
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ことはない．しかし，ここですべての案件を電子決裁

処理できないという事実も明らかになった．外部機関

からの多量の資料や冊子は電子的な情報に変換するこ

とが困難である．このようにシステムでは扱うことが

できず，帳票のまま処理しなければならない案件は，

必ず存在する．しかし，帳票で処理する場合も，文書

の所在や承認の進捗状況などを管理することは可能だ

と考えている．筆者らは，このような帳票管理の方法

を検討中である．

4.1.4 定量的評価のまとめ

文書決裁業務にワークフローシステムを適用し，定

量的に評価した結果，効果があったと考えられる．文

書決裁業務は，組織の意思を決定するための重要な業

務であるため，多くの承認者が内容の可否判断などを

行う．そのため，システム化しても，現状は，早さで

10.3%しか向上しなかったものと考える．承認行為は

可否判断や内容吟味のための知的作業が処理の大部分

を占めるため，役職順に多くの承認を受ける必要があ

る現状では，効果は限定的である．このことは，業務

内容などの見直しを行い，逐次に承認を受けることが

必要な承認者を見直すなどの法令改正による今後の業

務改善のための重要な資料と考えられる．一方，文書

決裁業務が，意思決定と同時に，情報周知も兼ねてい

るものと考えられる．この点に関しては，十分に効果

が上がったといえる．

以上のように，業務の効率が向上したことは，人間

の柔軟な処理方法を，より良い機能としてシステムに

取り入れたことの有効性を示したものといえる．

4.2 定性的評価

本システムの運用開始から 3週間経過後に，ユーザ

である職員に対して，1回目のアンケート調査を実施

し，53名からの有効回答を得た．この調査は，本シス

テムがどの程度ユーザに受け入れられたかを調べると

ともに，ユーザが不満に思う機能を把握し，改良する

ために実施した．ユーザへの個々のトラブル対策は，

システムに不足している機能，改良箇所の特定に役立

つが，多大な時間を要する．さらに，1人のユーザに

生じたトラブルが，多くのユーザに共通するのか，そ

のユーザ特有のトラブルなのか，判断しにくい．その

ため，全ユーザを対象とするアンケートなどの調査は，

ユーザの意見を短期間に集約しやすく，良い資料とな

ると考えられる．さらに，15カ月経過後に，同様の内

容で 2回目のアンケート調査を実施し，65名からの

有効回答を得た．これは，約 1年間の運用を経て，本

システムのユーザへの浸透度およびシステムの改良効

果について調べるためである．多くのワークフローシ

表 3 アンケートの評価項目
Table 3 Estimated items of questionnaire.

機能性 業務を遂行するための機能の満足度
・作成機能
・承認機能
・修正機能
・文書番号取得機能
・ルート情報設定
・表紙の印刷機能
・添付情報設定機能

操作性 操作面からの満足度
・作成の操作性
・承認の操作性
・修正を行う場合の操作性

明瞭性 見やすさおよび覚えやすさの満足度
・画面上の表示
・操作の覚えやすさ
・システムの理解のしやすさ

信頼性 安全性と信頼性の満足度
・誤動作を起こす頻度
・停電への対策
・外部からの侵入に対する体制と対応
・内部職員の誤操作に対する体制と対応
・電子決裁システムの総合的な安全性

効果性・期待性 どの程度効果が期待できるかの満足度
・一斉方式による情報周知効果
・紙のように紛れることのない効果
・決裁時間の短縮効果
・過去の文書の検索が容易になる効果

 

図 7 ユーザの満足度平均得点
Fig. 7 Average score of users’ satisfaction.

ステムに関する文献では，定量的な評価については議

論されているが，定性的な評価についての考察はほと

んどない．

まず，表 3に示す 5個の評価項目について満足度と

重要度をアンケートにより調査した．満足度に関する

調査では，ユーザに各評価項目ごとに 7段階の配点法

による評価を行ってもらった．7段階は，−3（大変不

満），−2（不満），−1（やや不満），0（普通），1（や

や満足），2（満足），3（大変満足）とした．なお，各

項目には 3個から 7個の詳細項目を設けた．図 7 に

項目別満足度の平均得点を示す．

次に，重要度に関する調査では，満足度の調査と同
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図 8 評価項目別の平均重要度
Fig. 8 Average score of priority on estimated items.

図 9 信頼性についての詳細項目ごとの平均満足度
Fig. 9 Average score of satisfaction on detailed items of

reliability.

様な評価項目ごとに，ユーザが重要と考える順に 1位

から順位付けを行ってもらった．この結果から，順位

法21)によって各評価項目の重要度を求めた．図 8 に

その結果を示す．

1回目の調査では，図 7に示すように，信頼性の満

足度がマイナス（不満）という結果がでた．しかし，

信頼性の重要度は図 8に示すように，最も高かったた

め，改善が必要な項目であると考えた．さらに，1回

目の調査と 2回目の調査で，最も差が生じた信頼性に

ついて，その詳細項目ごとの満足度に関する調査結果

を図 9 に示す．図 9 の 1回目の調査において，最も

ユーザが心配したのが，停電事故であり，それによる

データの損失であった．また，次に心配していたのが，

システムへのハッキングであり，それによる文書内容

などの流失であった．そこで，1回目の調査結果を受

けてこれらの問題に対処した．また，その他の詳細項

目についても改良を加えた．その結果，2回目の調査

では，信頼性についての満足度が向上した．

図 7 および図 8 から得られたアンケート調査の結

果を以下にまとめる．

(1) 2回目の調査結果から，すべての評価項目にお

いて，満足度が向上した．ユーザが要求した項目に対

する，細かな改良の結果だと考える．機能性，操作性

および明瞭性の向上は，主として，ユーザの習熟度が

向上したためではないかと考えられる．しかし，その

結果として 2回目の調査で，操作性と明瞭性の重要度

が低下したのだと考えられる．

(2)信頼性の満足度がマイナス（不満足）からプラ

ス（満足）へと向上した．1回目の調査後に追加した

暗号化機能およびバックアップ用サーバにより，2回

目の調査でプラス化したと考えられる．

(3) 1回目と比較して，2回目の調査において，効

果性の満足度および重要度が向上したのは，ユーザが

本システムの有効性を実感できたためと考えられる．

(4)重要度に関しては，1回目と 2回目の調査にお

いて，ユーザは信頼性を最も重要と回答した．これは，

ユーザが官公庁の職員であり，公文書の重要性を認識

しているために，信頼性を重視したものと考えられ，

本システムの重要な要件を示唆しているものと考えら

れる．

4.2.1 定性的評価のまとめ

アンケート調査を実施することによって，多くの

ユーザからの意見を得られた．ユーザにとって良いシ

ステムの 1要件は，使いやすいことである．システム

が使いやすいとは，a)効率と品質が良く，b)学習が

不要か速く，c)学習したことをいつまでも忘却せず，

d)ユーザに不快感を与えないこと，であるとされてい

る22)．本システムを上記に沿って検討すると，a)につ

いては，定量的評価から効率の向上が確認された．b)，

c)については，2回目のアンケート結果の操作性と明

瞭性の重要度の低下から，ある程度検証できたものと

考える．d)についても，操作性の重要度の低下によ

り，さらに，2回目のアンケート調査の備考欄で好意

的なコメントが増えたことから，検証できたと考えら

れる．以上から，本システムは，ユーザにとって使い

やすいシステムとして構築でき，運用されていると推

察した．さらに，アンケート結果から，より高度のセ

キュリティ機能が重要視されていることが分かり，シ

ステムのセキュリティ機能の向上を図った．また，本

システムは一斉方式を実装したが，従来の帳票方式に

はなかった概念であり，当初は混乱も生じた．しかし，

アンケートを実施することにより，次のような運用方

法が確立できた．起案は，意思決定の業務であり，基

本は逐次方式とする．ただし，起案者と同レベルの役

職以下の職員や他部署への連絡の場合は，情報周知が

目的と考えられるので，一斉方式での承認を用いる．

このように，機能についてではないが，アンケートに

より，ワークフローシステムという新しいツールを早



Vol. 43 No. 10 官公庁向け文書決裁業務支援システムの開発と運用評価 3229

く普及させることができ，かつ，運用ノウハウを多く

のユーザとともに検討し，獲得できることが分かった．

筆者らは，システム設計時に機能の充実を図ること

を重視した．そしてこのことをアンケート調査という

定性的評価で検証した．システムの設計にあたり，1)

現状の業務の処理方法に準じた機能を提供できるこ

と，2)柔軟な処理方法を実現できること，などを方針

とした．これらは，定量的評価における業務の効率化

によっても検証できたと考えているが，さらに，定性

的評価の満足度，および，重要度により検証できたと

考える．これは，機能性の満足度がアンケート調査の

1，2 回目ともに高く，重要度も比較的高くなってお

り，表 3にある業務を遂行するうえでの機能が，シス

テムとして重要であるとユーザが考えており，かつそ

の機能に満足しているからである．その結果，これら

の機能を実現するのに活用した柔軟な処理方法は，シ

ステム構築に効果があると考えられる．さらに，ユー

ザは信頼性については，電源関係などのハードウェア

的な対策と内容保護などのソフトウェア的な対策を望

んでいることも，アンケート調査結果から検証された．

5. お わ り に

本論文では，これまでに評価されることが少なかっ

た非定型・支援業務に分類される文書決裁業務を支援

するワークフローシステムに，人間の柔軟な処理方法

を取り入れて開発し，そのシステムを実際の業務にお

いて運用しながら，定量的，定性的の両面から評価を

行った．その結果，定量的評価から，業務の効率向上

が確認でき，システムが提供する機能の有効性を検証

した．定性的評価の機能性の満足度から，提供した機

能が実際にユーザに受け入れられていることを検証し

た．また，そのほかにも，運用のノウハウが獲得でき

ることや，セキュリティの必要性について検証できた．

定量的評価の結果，以下の効果が認められた．

(a-1)承認の早さは，1日あたりの平均承認者数を用い

て，従来の帳票を用いる方式と比較した場合，10.3%の

向上が見られた．

(a-2)情報周知の効果に関しては，1件あたりの平均承

認者数で比較し，22.4%向上した．また，1件あたり

の最大承認者数は，3.7倍増という効果が認められた．

さらに，定性的評価については，ユーザへの 2 回

にわたるアンケート調査の実施により，以下の結果を

得た．

(b-1) 1，2回目のアンケート調査結果でともに，機能

性の満足度と重要度が高くなっている．これは，人間

の柔軟な処理方法を活用したシステムの機能を，ユー

ザが受け入れ，業務に効果的であるとしたものと考え

られる．

(b-2) 1回目のアンケート調査から，本システムの信

頼性向上の必要性が明確になったため，暗号化の導入

や事故対策など特に改良を重点的に行った．また，他

の改良ともあわせた結果，2回目のアンケート調査で

は，評価が向上した．

(b-3) 2 回目のアンケート調査から，本システムは，

ユーザにとって使いやすいシステムとして構築できた

と考えられる．また，本システム導入による業務改善

に効果があると考えられる．

また，今後の課題は以下のとおりである．

(c-1)アンケート調査における，備考欄への回答で，紙

の資料の取扱いについて，“電子メールなどが一般化

しているが，外部機関からの資料が紙のため，電子決

裁システムでは直接処理できない”という主旨のコメ

ントが最も多かった．多量の資料や冊子は電子情報化

が困難である．本システムは紙を用いないことにより，

使用帳票および文書の保存スペースの削減に効果があ

る反面，多量の資料，冊子の扱いは従来どおりである．

また，情報媒体として紙は早急になくなることはない

と考えられる．そこで，資料という紙の内容まではシ

ステムで管理できないが，その所在や承認情報を管理

する手法を考案中である．

(c-2) 決裁済み文書の電子的交換のためには，GPKI

（Government Public Key Infrastructure，政府によ

る公開鍵暗号を利用した組織認証，個人認証を行う基

盤システム）などとの連携を考えていく．
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